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１. 2024年度夏季の電力需給の振り返り

２. 2024年度冬季及び2025年度の電力需給見通し

３．電力需給運用の課題に対する対応
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電力需給の見通しの確認及び対策の検討

⚫ 東日本大震災以降、電力需給に万全を期すため、毎年度、全国の電力需要が高まる夏（7月～9

月）と冬（12月～3月）の前に、電力広域機関において、電力需給の検証を実施。

⚫ 今年度は、電力広域機関の専門委員会の審議を経て、10月24日に2024年度冬季の電力需給見通し

が取りまとめられた。

⚫ 本日は、最新の2024年度の電力需給見通しの内容を御報告した上で、冬季の需給対策について御議

論いただく。

総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会
電力・ガス基本政策小委員会
（資源エネルギー庁）

需給見通しの確認
及び

需給対策の検討
10/29（本日）開催

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（電力広域的運営推進機関）

10/24 報告書

政府による需給対策の決定・公表

需給見通しの策定



⚫ 10年に一度の厳しい寒さを想定した電力需要に対する最小予備率は、全エリアで10％以上を確保できる見通し。

⚫ 一方で、異常気象、地政学的リスクが高まる中での燃料調達先の国際情勢の変化、発電所のトラブル等を踏まえると、
引き続き予断を許さない状況が継続。
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2024年度冬季の電力需給見通し

出典：電力広域的運営推進機関 需給検証報告書（2024年10月）

厳気象Ｈ１需要に対する最小予備率

エリア 12月 1月 2月 3月
北海道

23.8%

11.6% 13.5%

13.1%
東北

22.0%
東京
中部

15.5% 23.0%
北陸
関西
中国

四国 16.3% 17.2% 30.2% 26.3%

九州 15.5% 11.6% 13.5% 23.0%

沖縄 48.5% 34.5% 40.4% 40.9%
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（参考）冬季の最大需要発生時の予備率見通しの推移

出典：電力需給検証報告書等を基に資源エネルギー庁作成

数値目標なし節電要請 数値目標なし節電要請

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

北海道 14.0% 15.6% 16.6% 7.9%

6.6%

6.3%

7.0% 8.1%

5.7%

13.0%

東北 6.1% 7.9% 15.8%
5.0%

4.4%
4.9%

東京 6.6% 4.3% 8.9% 3.1%

中部 6.1% 4.2% 3.0% 8.6%

6.4% 3.9% 6.5% 6.6%

北陸 5.3% 8.3% 11.8% 4.0%

関西 3.3% 9.2% 17.9%

8.6%
中国 9.6% 15.0% 12.2%

四国 6.2% 9.2% 25.3% 30.5％

九州 4.7% 10.3% 5.9% 13.0%

冬季高需要期（２月）の最大需要発生時の予備率見通しの推移

※2016～2021年度は省エネ・節電の呼びかけを実施（18年度は北海道のみ数値目標なし節電要請）
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⚫ 本年３月の需給見通し以降に判明した発電機作業の延長、トラブル停止等は以下の通り。

エリア
発電所名・号機
（電源種別）

出力
(送電端)[万kW]

2024年度
停止・稼働理由

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東北

原町
(火力)

１号 － 94.6 定期補修時期調整

上越
(火力)

1号 － 56.4 定期補修期間延長

東京

神流川
(揚水)

１号 ー 46.8 定期補修期間延長

葛野川
(揚水)

4号 － 39.7 発電機設備トラブル

中部
上越

（火力）

２号
２軸

ー 58.５ 出力ハーフ

北陸

七尾大田
（火力）

１号 ＋ 47.1 発電機復旧

七尾大田
（火力）

２号 ＋ 66.1 発電機復旧

関西

高浜
（原子力）

３号 ＋ 83.8 定期検査時期調整

高浜
(原子力)

４号 ＋ 83.9 運転再開

四国

電発橘湾
（火力）

１号 ＋ 99.2 高温再熱蒸気管リーク補修

坂出
(火力)

4号 － 33.9 定期補修時期調整

出典：電力広域的運営推進機関 需給検証報告書（2024年10月）を基に資源エネルギー庁作成

【参考】主な発電機における供給力の変化要因

補修等に伴う停止期間(現時点) 補修等に伴う停止期間(３月時点)

6/10～6/27

12/9～12/26

4/1～1/15
4/1～11/29

8/25～2/28

11/3～12/22

1/1～7/2

1/1～未定

1/1～5/10

1/1～未定

1/16～未定

2/22～5/27

12/16～4/26

12/16～未定

2/15～11/30

2/15～未定
10/1～2/3

8/31～12/28

9/25～未定

9/25～10/12
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【参考】2023年度と2024年度の供給力・需要の比較（２⽉）

⚫ 2025年２月の供給力は2024年に比べ、北海道、東北、東京等の７エリアで増加。

⚫ 需要は九州エリアを除き、減少傾向となっている。

単位【万kW】 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

2024年2月の供給力※1 587 1,545 5,715 2,639 602 2,806 1,211 545 1,719 162

2025年2月の供給力※1 625 1,610 5,951 2,717 594 2,812 1,207 631 1,801 160

増減 ＋38 ＋65 ＋236 ＋78 ▲8 ＋6 ▲4 ＋86 ＋82 ▲2

単位【万kW】 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

2024年2月のH1需要見通し※2 562 1,479 5,473 2,435 555 2,589 1,117 503 1,586 117

2025年2月のH1需要見通し※2

( )内は2023年からの増減
553
(▲9)

1,425
(▲54)

5,268
(▲205)

2,405
(▲30)

526
(▲29)

2,489
(▲100)

1,069
(▲48)

483
(▲20)

1,595
(＋9)

114
(▲3)

※1  計画外停止率や連系線活用の考慮後の供給力

※2  需要は、最大電力発生時の不等時性を考慮した値

供給力

需要

出典：電力広域的運営推進機関 需給検証報告書（2023年10月、2024年10月）を基に資源エネルギー庁作成
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（参考）供給力に織り込んでいない要素

出典：電力広域的運営推進機関 需給検証報告書（2024年10月）を基に資源エネルギー庁作成

• 東北エリアの女川２号と中国エリアの島根２号が再稼働に向けて準備中。

• 新設火力における試運転では、安定運転のために必要な燃料試験等の制限はあるが、実機検証時のトラ

ブルがなければ実需給断面で追加供給力となりうる。

2024年度冬季に試運転を実施する主な発電機

エリア
発電所名・号機
（電源種別）

設備容量
(万kW)

2024年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東京
五井

（火力）
３号 78.0

※ 試運転開始後においても、作業停止等により試運転不可となる期間がある

再稼働に向けて準備中の発電機

エリア
発電所名・号機
（電源種別）

設備容量
(万kW)

2024年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東北
女川

（原子力）
2号 82.5

中国
島根

(原子力)
２号 82.0

11月頃 再稼働予定

12月下旬 再稼働予定

10月 ～ 試運転開始予定
2025年３月
営業運転開始予定



21

【参考】火力発電設備の運転開始からの経過年数（東京エリア）

今夏の電力需給の見通しにおける、供給力※に含まれている火力発電設備には、運転開
始から期間が一定程度経過している設備も存在し、丁寧な状況把握が必要。

（万kW）

（※）2024年7月1日時点
（※）運転開始前の発電設備を除く
（※）出力は送電端を使用

出典：電力広域的運営推進機関提供資料を基に資源エネルギー庁作成
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【火力発電設備の運転開始からの経過年数（東京エリア）】

第75回電力・ガス基本政策小委員会
（2024年６月３日）資料11



⚫ 予備率の算定にあたっては、一定程度の割合（2.6％）の計画外停止率を盛り込んでいるが、昨年度の実需給断面にお
いては、需給検証実施時の想定割合以上の計画外停止が発生している日も存在。今冬についても、丁寧な管理が必要。
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【参考】計画外停止の実績（2023年度冬季）

【計画外停止の実績（2023年度冬季）】

出典：電力広域的運営推進機関 電力需給検証報告書（2024年5月）

※全電源種の供給力に対する計画外停止量および需給検証報告書（2023年10月）において計画されていなかった作業に伴う供給力の変化量

※括弧内の数字は能登半島地震の影響を除いた値
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大手電力会社のLNG在庫の推移（2024年10⽉20日時点）

• 大手電力会社のLNG在庫は、最新（10/20時点）の数字で212万トンであり、過去5年平均と

同程度の水準となっている。

※大手電力会社に対する調査に基づき資源エネルギー庁作成
※在庫量はデッド（物理的に汲み上げ不可な残量）を除く数量。
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【参考】冬季の気象予報（11⽉～１⽉）

• 2024年10月22日に気象庁が発表した３か⽉予報によれば、今冬の気温の見通しは北日本で

ほぼ平年並、東・西日本で平年並か高く、沖縄・奄美で高い見込み。

出典：気象庁HP https://www.jma.go.jp/bosai/season/

※2024年10月22日14時00分 気象庁発表

【気象庁解説】
⚫ 地球温暖化の影響等により、中緯度帯を中心に大気全体の温度が高い見込み。
⚫ ラニーニャ現象時の特徴が現れるため、太平洋熱帯域の海面水温は西部で高く、中・東部

で低い見込み。また、インド洋熱帯域では東部で高い見込み。このため、インドネシア付
近を中心に積乱雲の発生が多い一方、日付変更線付近では積乱雲の発生が少ない見込み。

⚫ これらの影響により、12月以降は、上空の偏西風は中国付近では北に、日本付近でやや南
に蛇行する見込み。シベリア高気圧は南東側への張り出しがやや強く、アリューシャン低
気圧は西側で強い見込み。

⚫ これらのことから、12月以降は、東・西日本を中心に冬型の気圧配置が強まる時期がある
見込み。東・西日本太平洋側では低気圧の影響を受けにくい見込み。また、北日本では低
気圧の影響を受けやすい見込み。

https://www.jma.go.jp/bosai/season/
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2024年度冬季に向けた電力需給対策について
⚫ 2024年度の電力需給の見通しについて、全エリアにおいて、10％以上の広域予備率を確保できる見通しのため、

今冬も事前の節電要請を実施しない。

⚫ 他方、供給サイドは異常気象、地政学的リスクが高まる中での燃料調達先の国際情勢の変化、発電所のト

ラブル、火力発電所の東京湾・太平洋沿岸への集中等、自然災害に対して脆弱な構造にあることを踏ま

えると、引き続き電力需給は予断を許さない状況。

⚫ このため、これらの課題に対応し、今冬の電力需給の安定化に万全を期す観点から、今夏に引き続き、発電事業者に

対する保安管理の徹底の要請等の供給力対策を講ずる。

⚫ 加えて、供給サイドの抱える構造的な課題に対応し、電力の安定供給を確保する観点から、再エネの最大限の活

用とともに、安全性の確保を大前提に、地元の理解を得ながら原子力発電所の再稼働を進めることによる中長期の

供給力の確保や、連系線の増強等の構造的な対策を実施する。

⚫ また、仮に大規模発電所の設備トラブル等によって、供給力が不足する状態となった場合には、随意契約による供給

力確保等、機動的な対応を実施する。

⚫ また、需要サイドにおいては企業・家庭の省エネ対策を推進し、エネルギーコストの上昇に強い省エネ型の経済・社会

構造への転換を引き続き図ることが重要。なお、こうした省エネ対策は、予断を許さない今冬の電力需給に万全を期

すことにもつながるものである。
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2024年度冬季の電力需給対策（案）
１．供給力対策

⚫ 発電所の計画外停止の未然防止等の徹底

⚫ 電源の補修点検時期の調整等

⚫ 電力広域的運営推進機関によるkW・kWhモニタリングの実施

⚫ 再エネ、原子力等の脱炭素電源の最大限の活用

２．需要対策

⚫ エネルギーコストの上昇に強い省エネ型の経済・社会構造への転換

（企業・家庭向け省エネ支援策、効果的な省エネ行動をまとめた省エネメニュー）

⚫ DRの更なる普及拡大（工場等のDR促進、家庭用蓄電池等の導入支援）

⚫ 産業界や自治体等と連携した需給ひっ迫時における体制の構築

３．構造的対策

⚫ 連系線の増強等の系統対策の推進

⚫ 容量市場、長期脱炭素電源オークションの着実な運用による供給力確保

⚫ 大規模災害等に備えた予備電源制度の継続的な検討

⚫ 揚水発電の維持・強化、蓄電池等の分散型電源の活用

⚫ 原燃料の調達・管理の強化
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2025年度の電力需給の見通しについて

出典：電力広域的運営推進機関の提供資料を基に資源エネルギー庁作成

• 2025年度は、発電所の休廃止の進展や定期検査・大規模修繕等が重なり、安定供給に最低限

必要な予備率３％以上は確保できる見込みであるものの、現時点では、余裕のない状況。

エリア 12月 1月 2月 3月

北海道
20.5%

7.7%
8.1%

14.8％
東北
東京 12.3％
中部

11.1% 9.7%
20.1％

北陸

8.9%
関西
中国

四国

九州 10.3% 6.0% 3.2%

沖縄 37.0% 34.1% 45.6% 51.0%

厳気象Ｈ１需要に対する最小予備率

エリア 7月 8月 9月
北海道

7.9％
7.2％

13.6%

東北
東京

5.5％
中部
北陸

9.2％ 11.1％関西
中国

四国 25.8% 23.6% 21.5%

九州 13.6% 11.1% 13.6%

沖縄 27.2% 36.8% 32.3%

＜夏季＞ ＜冬季＞

※広域予備率に関しては現時点版の数値であり、年度末に提出される供給計画の供給力や需要の見通しに応じて変更される。また、電力広域的運営推進機関において連系線の運用容量の細分化に関する検討が進められており、
適宜議論状況を反映して再計算を実施する。
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• 供給計画の取りまとめによると、2025年度以降は火力の休廃止が増加し、新増設を上回る状態が続く見込み。

• 2027～2033年度にかけては、現在より約200万kW程度火力の設備容量が減少する状態が継続する見込み。

火力発電の新増設及び休廃止計画の推移

（出典）2024年度供給計画の取りまとめから資源エネルギー庁作成
（注）2024年度からの累計値である点に留意。

 石油他は、石油、LPG、その他ガス、歴生物混合物の合計値。休廃止には長期計画停止を含み、休止・長期計画停止からの再稼働による休止容量の減少分も含む。

△ 1,200

△ 800

△ 400

0

400

800

1,200

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

【万kW】

石炭（新増設） ＬＮＧ（新増設） 石油他（新増設）

石炭（休廃止） ＬＮＧ（休廃止） 石油他（休廃止）

休
廃
止
量
（
累
計
）

新
増
設
量
（
累
計
）

火力の電源開発及び休廃止計画（設備量ベース、2024年度からの累計値）

【年度】

出典：電力広域的運営推進機関 2024年度供給計画取りまとめを基に資源エネルギー庁作成
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• 一般送配電事業者に対して系統への接続供給申込みが行われ、かつ、未連系の特別高圧案件の容量を集計したと
ころ、今後、2030年度までの累計で約1500万ｋW（日本の夏の最大電力需要の約１割に相当）となった。

• 接続供給申込みが行われた案件全てが予定通りに運転するわけではないものの、今後は、データセンターや半導
体工場の新増設等により電力需要は増加する可能性が高く、供給力確保や系統整備、需要対策等の対応が必要。

2025年度以降の電力需給の見通しについて

出典：送配電網協議会集計データを基に資源エネルギー庁作成（2024年9月末時点）

○供給力確保に向けた対応
・原子力発電所の再稼働 ・長期脱炭素電源オークションによる発電所の新設
・脱炭素電源の投資を促進する制度措置や市場環境を整備

【系統接続までのフロー（東京電力パワーグリッドのケース）】
【電力需要の見通し】

※一般送配電事業者に対して系統への接続供給申込みが行われた容量であり、取下げ等も
あるので、上記電力需要が確実に増加するものではない。

※グラフ上は、実際に接続供給申込みがあったもののうち、一部を除く。

※沖縄県は除く。

(年度)

(万ｋW)

集計対象

特別高圧増加見通し（データセンター等）

国内の電力需要（2024年8月の最大電力需要
（約１億6000万ｋW）が継続すると仮定）
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令和５年度補正予算におけるエネルギーコスト上昇に対する省エネ支援パッケージ（経済対策）

事
業
者
向
け

１．省エネ設備への更新支援
⚫ 工場のボイラや工業炉、ビルの空調設備や業務用給湯器などを、省エネ型設備へと更新することを支援する「省エネ補助金」に

ついて、全類型において複数年の投資計画に切れ目なく対応する仕組みを適用し、今後の支援の予算規模について、
今後３年間で7,000億円規模へと拡充。また、脱炭素につながる電化・燃料転換を促進する類型を新設し、中小企業の
カーボンニュートラルも一気に促進。【2,325億円（国庫債務負担行為の総額）】

⚫ 高効率の空調や照明、断熱材等の導入を一体で進めることで、既存の業務用建築物（オフィス、教育施設、商業施設、病
院等）を効率的に省エネ改修する支援策（環境省事業）を新設。【339億円（国庫債務負担行為の総額）】

２．省エネ診断
⚫ 省エネの専門家が中小企業を訪ね、エネルギー使用の改善をアドバイスする「省エネ診断」を、中小企業が安価で受けられる

よう支援。【31億円※R6当初9.9億円を含む】

３．経産省・国交省・環境省の３省連携による、住宅省エネ化支援 【4,615億円※新築、R6当初400億円を含む】
⚫ ヒートポンプ給湯機や家庭用燃料電池等の高効率給湯器の導入支援について、昼間の余剰再エネ電気を活用できる機種

等の支援額を上乗せ。また、寒冷地の高額な電気代の要因となっている蓄熱暖房機等を一新する措置を新設し、一体として
進めていく。【580億円】

⚫ さらに、設置スペース等の都合から、ヒートポンプ給湯機等の導入が難しい賃貸集合住宅向けに、小型の省エネ型給湯器（エ
コジョーズ）導入の支援策を新設。【185億円】

⚫ これらの措置を、環境省の省エネ効果の高い断熱窓への改修支援【1,350億円】、国交省の住宅省エネ化支援【2,500億
円※新築、R6当初400億円を含む】と合わせて、３省連携でのワンストップ対応で実施。

※「重点支援地方交付金」を追加し、全国各地の自治体によるエアコン・冷蔵庫等の省エネ家電買い換え支援や賃貸集合住宅向けの断熱窓への改
修支援を促進。

家
庭
向
け
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（参考）省エネ支援策、省エネメニュー等の広報について

⚫ ①R5補正で強化した企業・家庭向け省エネ支援策について、ホームページで広報を実施。②効果的な省エネ行動を

まとめた省エネメニュー（パンフレット、リーフレット）を作成し、都道府県・関係機関等に周知予定。他にも、家

庭の省エネ行動に関する動画による広報を実施。

＜家庭・オフィス向けの省エネリーフレット＞
（2024年度冬季の例）

＜省エネ広報動画＞

子供にも興味を持って
もらえるような家庭向け
省エネ動画を作成。
Youtubeに掲載し、
300万回以上の再生
達成。

＜家庭・事業者向けの省エネパンフレット＞
（2024年度冬季の例）

＜省エネ支援策
パッケージに関する
情報（省エネポー
タルサイト内＞
企業向け・家庭向
けの省エネ支援策に
関する情報を掲載。
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（参考）省エネ法による電気の需要の最適化の措置：ＤＲ報告制度

⚫ 2023年4月に施行された改正省エネ法では、電気の需要の最適化に関する措置を新設し、大規模需要家に対し、

ディマンド・リスポンス（DR）の取組について定期報告することを義務化。

⚫ これにより、2023年度分の報告から、「DR実施回数（日数）」についての報告義務が開始。

⚫ さらに、2024年度分の報告からは、高度なDR評価として、上げDRや下げDRといった区分毎の最大供給容量実績

(kW)やDR実施量(kWh)、DR実施にあたり活用した設備等についても任意で報告することができるようにした。

⚫ こうした措置により、事業者のDRに対する意識付けを行うことで、大規模需要家のDRを促進。

（参考）上げ・下げＤＲの考え方



42

（参考）電力需給ひっ迫注意報／警報発令時の連絡体制（産業界・自治体）

各
府
省
庁

事
業
者
等

事
業
者
内

（
支
社
・
事
務
所
等
）

所
管
関
係
団
体
等

連絡体制の構築
（連絡先部署、連絡方法の把握等）

※地方支分部局への
連絡体制を含む

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

需給ひっ迫注意報

需給ひっ迫警報

＜産業界＞

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

各
地
方
経
済
産
業
局
等

市
区
町
村 関

係
団
体

都
道
府
県

住
民

需給ひっ迫注意報

需給ひっ迫警報

連絡体制の構築
（連絡先部署、連絡方法の把握等）＜自治体＞
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（参考）系統対策

⚫ 全国大での送電ネットワークの増強を進め、再エネの導入を図るとともに、首都直下地震等

により首都圏等に集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合のバックアップ

機能の強化を図る。

中部

関西

北海道

東京

北陸 東北

九州

中国

四国

沖縄

関西中国間九州中国間

中国四国間

関西四国間

中部関西間

210万kW → 300万kW
(2027年度中予定)

東京中部間

周波数変換設備60Hz

50Hz

120万kW → 210万kW
(2021年3月運転開始)

531万kW※
→ 1028万kW

(2027年度中予定)

東北東京間

北海道本州間

90万kW → 120万kW
(2027年度中予定)

60万kW → 90万kW
(2019年3月運転開始)

東地域増強

関門増強

300万kW→600万kW
（2030年6月運転開始予定）

北陸関西間

中部北陸間

過去10年間で整備してきたもの

現在整備中のもの

計画策定プロセス中のもの
（基本要件策定済）

120万kW

再エネ
ポテンシャル

再エネ
ポテンシャル

※2024年3月1日
時点の2026年度
予想値
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（参考）容量市場（メイン・追加オークション）の概要

⚫ 電力広域的運営推進機関は、実需給年度の4年前に容量市場のメインオークションを開催し、発電事業者等から全国

で必要な供給力を募集。応札があった電源等のうち、金額が安いものから順に落札され、約定価格が決定。なお、実

需給年度の1年前に必要に応じて追加オークションが開催される。

⚫ 発電事業者等は、容量確保契約で定められた義務を履行することで、約定価格に応じて決められた「容量確保契約

金」を受け取る。その原資は、小売電気事業者や一般送配電事業者等が支払う「容量拠出金」によって賄われる。

オークションの開催 容量に対する支払い 

電力広域的運営推進機関
入札価格の安い電源から落札
(シングルプライスオークション)

電力広域的運営推進機関

入札

小売電気事業者
電源を確保するための費用を支払い

供給力の必要量を調達

容量拠出金

容量確保契約金

発電事業者
電力を供給可能な状態にしておく必要

〇卸売市場   電力量（kWh価値）

〇容量市場  将来の供給力(kW価値)

発電事業者

従来一体で取引されていた電力の価値のうち、kW価値を取引

4年後

(追加オークションが
開催された場合)

1年後
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（参考）長期脱炭素電源オークションの概要

⚫ 近年、既存電源の退出・新規投資の停滞により供給力が低下し、電力需給のひっ迫や卸市場価格の高騰が発生。

⚫ このため、脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称「長期脱炭素電源オークション」）を、
2023年度から開始（初回の応札を2024年1月に実施）。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には、固定費水準の容量収入を原則20年間得られることとすることで、巨
額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

〈新制度のイメージ〉

固定費 可変費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を

確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉
①収入の水準

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益



予備電源
※休止状態の維持費用

を手当て

休止電源供給力（稼働電源）
※容量市場等で確保
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【参考】予備電源の概要

大規模災害等による供給力不足

稼働

予備電源の制度イメージ

※予備電源は、短期（3カ月程度）で立ち上げが可能な電源と
長期（1年程度）で立ち上げを行う電源に分けて募集を行う。

⚫ 緊急時にも必要な供給力が確保されるよう、一定期間内に稼働が可能な休止電源を維持する枠組みである「予備電
源」制度について、2024年８月30日～９月30日に初回募集を実施。

✓ 目的：大規模災害等による電源の脱落や、需要の急増など、追加の供給力確保を行う必要が生じた際に、休止中
の予備電源を稼働させることで、供給力不足を防ぐ。

✓ 対象電源・対象費用：休止中又は休止を予定している10万kW以上の火力（容量市場において2年連続で落札
できなかった電源）から選定し、休止状態の維持や修繕等に必要な費用を手当てする。なお、予備電源を稼働させ
る際は、供給力不足が生じた際の公募等のプロセスを経ることとする。

✓ 調達量・制度適用期間：合計で300～400万kW程度とし、募集エリアは東西の2エリア、制度適用期間は最大3
年間とする。

✓ 費用負担・実施主体：託送料金による負担とし、電力広域的運営推進機関で調達等のプロセスを実施する。
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